
平成２０年度 市町村決算のポイント

【普通会計決算の状況】

１ 決算規模は、歳入が３，３３９億円で、前年度より０．３％増加したが、歳出は３，２２４
億円で、前年度より０．６％減少しており、大規模災害などで微増となった平成１６年度を除
き、平成１１年度以降、９年連続の減少となっている。

２ 決算収支では、実質収支は８，０７６百万円の黒字であり、また、実質単年度収支は大幅に
黒字額が増加し ５，９０１百万円の黒字となっている。
なお、実質収支が赤字の団体は、前年度と同じく小松島市（赤字額：５８３百万円）１団体

である。

３ 歳入では、地方税や地方消費税交付金等の交付金、地方債などが減少したが、地方再生対策
、 、費が創設された地方交付税や国の経済対策に係る国庫補助金の増加により 平成１６年度以来

４年ぶりの増加となっている。なお、一般財源は、１．０％増加し、構成比は６３．９％とな
っている。
歳出では、補助費等や積立金、繰出金などのその他の経費は３．６％増加しているが、職員

数の削減等による人件費の減少により義務的経費が１．１％減少しているとともに、ゴミ焼却
施設の整備など大規模事業の終了や災害復旧事業の減少により投資的経費も１０．１％減少し
ており、全体としては引き続き、減少傾向にある。

４ 経常収支比率は、人件費や公債費の減少により、県単純平均で８８．９％と４年連続で減少
しており、また、平成１３年度以来、７年ぶりに８０％台に改善している。
実質公債費比率や起債制限比率は、それぞれ県単純平均で１３．７％と１１．０％と２年連

続で減少しているが、市町村間では大きな差が生じている。
なお、実質公債費比率が１８％以上の地方債許可団体は５団体で、前年度から１団体減少し

ている。

５ 地方債現在高は、３，８２５億円で、投資的経費の抑制や繰上償還などにより、３．２％減
少しており、ピークとなった平成１５年度末から５年連続の減少で、ピーク時からは３３０億
円、８．０％減少している。
さらに、臨時財政対策債を除く地方債現在高は、平成１３年度から７年連続の減少となって

いる。
なお、地方債発行額自体も５年連続の減少となっている。

６ 基金残高は、９５６億円で、財政調整基金の増加や合併特例事業債を活用した基金積立によ
り、前年度末より７３億円、８．３％増加し、３年連続の増加となっているが、団体間の差が
大きくなっている。

【公営企業会計決算の状況】

１ 事業数は、平成２０年度末現在、９５事業で、前年度末より１事業減少している。

２ 決算規模（歳出総額）は、６０，６１３百万円で、病院事業における建設改良費の大幅な減
少により資本的支出が減少し、前年度より６，２６１百万円、９．４％の減少となっている。

３ 経営状況は、全体の総収支では、１，００５百万円の赤字となっており、主な要因としては
病院事業における減価償却費や資産減耗費の大幅な増加による多額の純損失発生によるもので
あり、前年度の４７８百万円の黒字から赤字に転じている。
また、事業を開始している８６事業のうち、黒字は７５事業と全体の８７．２％（黒字額：

２，２６６百万円）であり、赤字は１１事業（赤字額：３，２７１百万円）となっている。

４ 料金収入は、２８，４１５百万円で、各事業とも減少傾向にあるが、病院事業における入院
患者の増加等により、前年度より２９８百万円、１．１％の増加となっている。
なお、総収益に占める料金収入比率は、全体で７７．１％となっており、事業別では、駐車

場事業（９９．６％）や水道事業（９３．８％）が高く、一方、下水道事業（３３．４％）が
低くなっている。
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５ 建設投資の財源である企業債について、企業債発行額は、１４，７８８百万円で、水道事業
などでは増加しているが病院事業の大幅な減少により、前年度より４，６７０百万円、２４．
０％の減少となっている。
また、企業債現在高は、１８３，２６９百万円で、病院事業における大規模な建設投資や水

道事業、下水道事業の事業推進などにより毎年増加してきており、前年度より５，２０７百万
円、２．９％の増加となっている。

、 ， 、 、 、６ 他会計繰入金は １０ ５０８百万円で 病院事業や下水道事業では増加しているが 一方
介護サービス事業では民間譲渡や指定管理者制度の導入より減少しており、全体としては、前
年度より４４百万円、０．４％の微増となっている。

７ 地方公営企業法の適用企業において、営業活動によって生じた各事業年度の損失（赤字）額
を累積した累積欠損金は、１２，８８０百万円であり、病院事業の多額の純損失により、前年
度より２，１６５百万円、２０．２％増加している。なお、累積欠損金を有する事業は３４事
業中１１事業であり、前年度より３事業減少している。
また、資金の不足額を示す不良債務（流動資産－流動負債）は、２，３９３百万円であり、

徳島市の病院事業が公立病院特例債を発行し流動負債を固定負債に振り替えたことにより、前
年度より１，９０１百万円、４４．３％減少している。なお、不良債務を有する事業は、前年
度と同じ２事業（病院事業、観光施設事業）である。

【健全化判断比率等の状況】

１「地方公共団体財政健全化法」に基づき、平成２０年度決算に係る健全化判断比率（４指標）
及び公営企業の資金不足比率が算定されたが、本年度から法律が本格施行されており、健全化
基準以上の団体、企業においては、個別外部監査の実施や議会の議決を経て、本年度中の計画
作成が必要となっている。

２ 健全化判断比率の４指標（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比
率）においては、早期健全化基準以上に該当する団体はない。

３ 公営企業の資金不足比率においては、経営健全化基準以上となる公営企業会計は１会計であ
り、徳島市の徳島市立食肉センター事業特別会計が４５８．０％（経営健全化基準：２０％）
で該当している。

【 む す び 】

平成２０年度決算からみた本県市町村の財政状況は、地方交付税の増額など地方重視の地方
財政対策や「集中改革プラン」に基づく定員管理、行政サービスや経費の見直し、歳入確保の
対策など行財政改革の効果により、各種財政指標が改善するなど、全体的には三位一体改革時
のショックから落ち着きを取り戻しつつある。

しかし、団体毎の財政状況では、実質赤字が生じている団体や経常収支比率が非常に高い団
体、公債費負担が大きく地方債許可となっている団体、経営健全化基準等を超える資金不足を
有する公営企業会計など、個別に早急な対応が必要な財政課題があるとともに、本県市町村に
おいては、財政力の弱い団体が多く、毎年の国の地方財政対策に依存する度合いが高い状況と
なっている。

さらに 「百年に一度の経済危機」の発生による経済・雇用対策や新型インフルエンザ対策、
などの緊急的対策をはじめ、小・中学校の耐震化などの南海地震対策、少子・高齢化対策、新
しいまちづくりや地域再生、さらには低炭素社会の実現に向けた新たな対策など、今後も財政
運営上、大きな財政需要を伴う政策や施策が市町村を待ち受けている。

今後、地域主権の確立に向け、基礎的自治体の役割が重要となることから、各市町村におい
ては、住民の目線に立って、行財政改革の計画的な推進はもとより、普通会計をはじめ公営企
業や一部事務組合、さらには公社や第三セクターなど全体の観点から財政の健全化を着実に進
め、基礎自治体として権限や財源の移譲に備えるとともに、地域の実情にあったサービスを積
極的に展開していくことが必要である。
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平成平成平成平成２０２０２０２０年度 普通会計決算年度 普通会計決算年度 普通会計決算年度 普通会計決算のののの概要概要概要概要

１１１１ 決算規模決算規模決算規模決算規模

（単位：百万円,％）

決 算 額 増減率 決 算 額 増減率 決 算 額 増減率

歳入総額 333,913 0.3 332,778 △ 2.4 340,949 △ 4.8

歳出総額 322,383 △ 0.6 324,419 △ 1.9 330,701 △ 4.7

 ■決算規模の状況
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平成２０年度の県内２４市町村の普通会計の決算規模は、
歳入決算額 ３３３，９１３百万円 （対前年度 １，１３５百万円 ０．３％増）
歳出決算額 ３２２，３８３百万円 （対前年度 ２，０３６百万円 ０．６％減）

となっている。

歳入決算額は、地方交付税、国庫支出金等の増により、平成１６年度以来、４年ぶりに増加とな
っている。

歳出決算額は、普通建設事業費、人件費、物件費等の減により、引き続き、減少しており、大規
模災害の発生で微増となった平成１６年度を除くと、平成１１年度をピークに９年連続の減少とな
っている。

【参 考】
地方財政計画の平成１９年度から平成２０年度への伸び率 ０．３％
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２２２２ 決算収支決算収支決算収支決算収支

決算収支の推移
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実質収支

単年度収支

実質単年度収支

（単位：百万円）

決算額

平成20年度
（ア）

平成19年度
（イ）

平成18年度

歳入総額 (A) 333,913 332,778 1,135 340,949

歳出総額 (B) 322,383 324,419 △ 2,036 330,701

歳入歳出差引 (C)   (A)-(B) 11,530 8,359 3,171 10,248

翌年度に繰り越すべ
き財源

(D) 3,454 1,231 2,223 1,672

実質収支 (E)   (C)-(D) 8,076 7,128 948 8,576

単年度収支 (F) 937 △ 1,448 2,385 388

積立金 (G) 4,962 4,235 727 5,855

繰上償還金 (H) 1,307 566 741 30

積立金取崩し額 (Ｉ) 1,305 1,548 △ 243 2,485

実質単年度収支 (F)+(G)+(H)-(I) 5,901 1,805 4,096 3,788

増減額
（ア－イ）

決 算 額
区　　　　分

 ■決算収支の状況

平成２０年度の歳入歳出の差引（形式収支）は、１１，５３０百万円の黒字となっている。

次に形式収支から、翌年度に繰り越すべき財源（３，４５４百万円）を控除した、実質収支は、
８，０７６百万円の黒字となっている。

なお、実質収支が赤字の団体は、前年度と同様に１団体（小松島市）となっている。

また、実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は、９３７百万円であり、前年度
から黒字額が増加している。

さらに、実質単年度収支は、５，９０１百万円であり、積立金や繰上償還金の増加、積立金取崩
し額の減少により、前年度に比べ大幅な黒字となっている。
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３３３３ 歳入歳入歳入歳入のののの状況状況状況状況

平成２０年度の歳入決算額は、３３３，９１３百万円で、前年度に比べて１，１３５百万円、
０．３％の増加となっている。

また、一般財源総額は、２１３，４５９百万円で、前年度に比べて２，０３３百万円、１．０％
の増加となっており、構成比では６３．９％となっている。

（１）地方税（市町村税）
地方税は、１０８，９２３百万円で、前年度に比べて４８５百万円、０．４％の減少となってい

る。
うち市町村民税は、４５，７８９百万円で、前年度に比べて４９５百万円、１．１％の減少とな

っており、個人分は、３４，２３１百万円と０．２％の増加となったが、法人分で、１１，５５８
百万円と前年度に比べて５７０百万円、４．７％の減少となったことにより減少している。

また、固定資産税は、５３，４５８百万円で、前年度に比べて３２０百万円、０．６％の増加と
なっており、これは家屋分の増加によるものである。

（２）地方特例交付金等
地方特例交付金等は、１，１０６百万円で、前年度に比べて３９４百万円、５５．３％の増加と

なっており、主な要因としては、平成２０年度から設けられた個人住民税における住宅借入金等特
別税額控除の実施に伴い 「減収補てん特例交付金」が３１２百万円交付されたことによるもので、
ある。

（３）地方交付税
地方交付税は、８９，６０４百万円で、前年度に比較べて３，５６７百万円、４．１％の増加と

となっている。
なお、普通交付税は４．７％、特別交付税では０．３％の増加となっている。
【参考】 地方財政計画（地方交付税）の平成１９年度から平成２０年度への伸率 １．３％

（４）地方消費税交付金等各種交付金
地方消費税交付金等各種交付金は、９，７６１百万円で、前年度に比較べて１，２５５百万円、

１１．４％の減少となっている。
主なものとしては、配当割交付金が３３７百万円、６４．１％の減少、株式等譲渡所得割交付金

、 ． 、 、 ． 。が２４０百万円 ７６ ２％の減少 地方消費税交付金が５４４百万円 ７ ２％の減少等である

（５）国庫支出金
国庫支出金は、３３，０３８百万円で、前年度に比べて２，１０６百万円、６．８％の増加とな

っている。
増加要因としては、地域活性化・緊急安心実現総合対策交付金や地域活性化・生活対策臨時交付

金、子育て応援給付事業、定額給付金事業など国の経済対策によるものである。

（６）地方債
地方債は、３０，３９４百万円で、前年度に比べて２，１５５百万円、６．６％の減少となって

いる。
主な増減要因としては、地域情報通基盤整備事業等で過疎対策事業債が２，９１６百万円増加し

た一方、合併特例事業債では２，２１２百万円減少しており、また、大型ゴミ焼却施設整備の終了
による一般廃棄物処理事業債１，３８９百万円の減少や臨時財政対策債５７１百万円の減少などに
より、全体としては減少している。
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■歳入の状況 （単位：百万円,％）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増減率

地方税 ① 108,923 32.7 109,408 32.9 △ 485 △ 0.4

地方譲与税 ② 4,065 1.2 4,253 1.3 △ 188 △ 4.4

地方特例交付金等 ③ 1,106 0.3 712 0.2 394 55.3

地方交付税 ④ 89,604 26.9 86,037 25.9 3,567 4.1

地方消費税交付金等
各種交付金

⑤ 9,761 2.9 11,016 3.2 △ 1,255 △ 11.4

国庫支出金 33,038 9.9 30,932 9.3 2,106 6.8

県支出金 18,855 5.6 19,824 6.0 △ 969 △ 4.9

繰入金 6,386 1.9 6,085 1.8 301 4.9

地方債 30,394 9.1 32,549 9.8 △ 2,155 △ 6.6

　うち臨時財政対策債 ⑥ 8,522 2.6 9,093 2.7 △ 571 △ 6.3

その他 31,781 9.5 31,962 9.6 △ 181 △ 0.6

歳入合計 333,913 100.0 332,778 100.0 1,135 0.3

うち一般財源
①＋②＋③＋④＋⑤

213,459 63.9 211,426 63.5 2,033 1.0

うち　①＋④＋⑥ 207,049 62.0 204,538 61.5 2,511 1.2

平成20年度 平成19年度 比　　較
区　　　分
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■地方税の状況 （単位：百万円,％）

収入額 構成比 収入額 構成比 増減額 増減率
市町村民税 45,789 42.0 46,284 42.3 △ 495 △ 1.1

個人分 34,231 31.4 34,156 31.2 75 0.2
法人分 11,558 10.6 12,128 11.1 △ 570 △ 4.7

固定資産税 53,458 49.2 53,138 48.6 320 0.6
市町村たばこ税 4,762 4.4 5,108 4.7 △ 346 △ 6.8
その他 4,914 4.4 4,878 4.4 36 0.7
合計 108,923 100.0 109,408 100.0 △ 485 △ 0.4

比　較平成20年度 平成19年度
区  分

0

200

400

600

800

1000

1200

平成 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

その 他

市 町村 た ば こ 税

固定 資産 税

法人 分

個人 分

地方税の推 移億円

年 度

地方税の徴収率（県合計）の推移

92.292.2

91.8
91.5

90.8

90.9

91.491.791.7

92.1

90

91

92

93

平成11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
年度

％

※徴収率は、収入済額の県合計／調定済額の県合計×100 (％)
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４４４４ 歳出歳出歳出歳出のののの状況状況状況状況

（（（（１１１１））））性質別歳出性質別歳出性質別歳出性質別歳出のののの状況状況状況状況

平成２０年度の歳出決算額は、３２２，３８３百万円で、前年度に比べて２，０３６百万円、
０．６％の減少となっており、大規模災害などで微増となった平成１６年度を除き、平成１１年度
以降、９年連続の減少となっている。

（１）義務的経費
義務的経費は、１６７，５８６百万円で、前年度に比べて１，７８８百万円、１．１％の減とな

っており、歳出の構成比では５２．０％と前年度より０．２ポイント減少している。

うち人件費では 「集中改革プラン」に基づく職員数の削減などで職員給が大きく減少している、
ことにより、全体では７３，２２９百万円で、前年度に比べて２，３１９百万円、３．１％の減少
となっている。

一方、扶助費は、障害者自立支援事業など福祉事業の充実により、４４，６１７百万円で、前年
度に比べて５８０百万円、１．３％の増加となっている。

また、公債費は、４９，７４０百万円で、前年度に比べて４９百万円、０．１％の減少でほぼ横
ばいとなっている。

（２）投資的経費
投資的経費は、３８，０１０百万円で、前年度に比べて４，２５８百万円、１０．１％の減少と

なっており、構成比では１１．８％となっており、また、ピークとなった平成１１年度の約３６％
の規模にまで減少してきている。

普通建設事業費は、阿波市の地域情報通信基盤整備や鳴門市のゴミ焼却施設整備など大型事業の
終了などにより、前年度に比べて３，６６０百万円、９．０％の減少となっている。

また、災害復旧事業費においても大きな災害がなかったことから、前年度に比べ５９８百万円、
４１．３％の大幅な減少となっている。

（３）その他の経費
その他の経費は、１１６，７８７百万円で、前年度に比べて４，０１１百万円、３．６％の増加

となっており、補助費等、積立金、繰出金が増加し、一方、物件費は減少している。

物件費は、３６，１２８百万円で、前年度に比べ１，５７５百万円、４．２％の減少となってお
り、主な要因は、集中改革プランに基づき行財政改革に取り組んだ結果の経費削減効果などによる
ものである。

補助費等は、２６，０５９百万円で、前年度に比べて１，３６０百万円、５．５％の増加となっ
ており、主な要因は、国の経済対策に伴う定額給付金や子育て応援特別手当、市町村税の還付金増
加などによるものである。なお、一部事務組合に対する負担金は、ほぼ横ばいである。

積立金は、１２，６４５百万円で、前年度に比べて２，２３６百万円、２１．５％の大幅な増加
となっており、主な要因は、財政調整基金などへの積立金の増加によるものである。

繰出金は、３２，９１５百万円で、前年度に比べて２，１０２百万円、６．８％の増加となって
おり、主な要因としては、後期高齢者医療制度の本格施行にともない、老人保健会計への繰出金が
６，４９４百万円の大幅減少となる一方で、後期高齢者医療会計に対する繰出金が９，８２９百万
円となり、繰出金全体として増加となっている。
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■性質別歳出の状況 （単位：百万円,％）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増減額 増減率
義務的経費 167,586 52.0 169,374 52.2 △ 1,788 △ 1.1

人件費 73,229 22.7 75,548 23.3 △ 2,319 △ 3.1
うち議員・委員等報酬など 4,949 1.5 5,084 1.6 △ 135 △ 2.7
うち職員給 49,204 15.3 51,313 15.8 △ 2,109 △ 4.1
うち退職金 9,208 2.9 9,133 2.8 75 0.8

扶助費 44,617 13.8 44,037 13.6 580 1.3
公債費 49,740 15.4 49,789 15.3 △ 49 △ 0.1

投資的経費 38,010 11.8 42,268 13.0 △ 4,258 △ 10.1
普通建設事業費 37,159 11.5 40,819 12.6 △ 3,660 △ 9.0

うち補助事業費 14,927 4.6 15,101 4.7 △ 174 △ 1.2
うち単独事業費 20,842 6.5 23,800 7.3 △ 2,958 △ 12.4

災害復旧事業費 851 0.3 1,449 0.4 △ 598 △ 41.3
その他の経費 116,787 36.2 112,776 34.8 4,011 3.6

物件費 36,128 11.2 37,703 11.6 △ 1,575 △ 4.2
補助費等 26,059 8.1 24,699 7.6 1,360 5.5

うち一部事務組合負担金 11,410 3.5 11,476 3.5 △ 66 △ 0.6
積立金 12,645 3.9 10,409 3.2 2,236 21.5
繰出金 32,915 10.2 30,813 9.5 2,102 6.8

うち国保会計繰出金 6,270 1.9 6,848 2.1 △ 578 △ 8.4
うち老人保健会計繰出金 672 0.2 7,166 2.2 △ 6,494 △ 90.6
うち介護会計繰出金 9,449 2.9 9,449 2.9 0 0.0
うち後期高齢者医療会計繰出金 9,829 3.0 0 0.0 9,829 皆増

その他 9,040 2.8 9,152 2.8 △ 112 △ 1.2
歳出合計 322,383 100.0 324,419 100.0 △ 2,036 △ 0.6

内
　
　
訳

比　　較

内
　
訳

内
 

訳

区　　分
平成20年度 平成19年度

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

平成11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

その他

繰出金

積立金

補助費等

物件費

投資的経費

公債費

扶助費

人件費

性質別歳出の推移億円

年度
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（（（（２２２２））））目的別歳出目的別歳出目的別歳出目的別歳出のののの状況状況状況状況

0

5 0 0

1 , 0 0 0

1 , 5 0 0

2 , 0 0 0

2 , 5 0 0

3 , 0 0 0

3 , 5 0 0

4 , 0 0 0

平 成 11 12 1 3 1 4 1 5 1 6 1 7 1 8 1 9 2 0

そ の 他

公 債 費

災 害 復 旧 費

教 育 費

消 防 費

土 木 費

商 工 費

農 林 水 産 業 費

衛 生 費

民 生 費

総 務 費

目 的 別 歳 出 の 推 移
億 円

年 度

■目的別歳出の状況 （単位：百万円,％）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増減率
総務費 53,196 16.5 50,056 15.4 3,140 6.3
民生費 92,710 28.8 92,054 28.4 656 0.7
衛生費 30,176 9.4 33,460 10.3 △ 3,284 △ 9.8
労働費 148 0.1 156 0.1 △ 8 △ 5.1
農林水産業費 11,691 3.6 13,206 4.1 △ 1,515 △ 11.5
商工費 4,651 1.4 4,477 1.4 174 3.9
土木費 30,749 9.5 31,433 9.7 △ 684 △ 2.2
消防費 10,862 3.4 11,874 3.7 △ 1,012 △ 8.5
教育費 32,851 10.2 31,804 9.8 1,047 3.3
災害復旧費 851 0.3 1,449 0.4 △ 598 △ 41.3
公債費 49,740 15.4 49,791 15.3 △ 51 △ 0.1
その他 4,758 1.4 4,659 1.4 99 2.1
歳出合計 322,383 100.0 324,419 100.0 △ 2,036 △ 0.6

比　　較
区　　　分

平成20年度 平成19年度

（１）総務費
総務費は、５３，１９６百万円で、前年度に比べて３，１４０百万円、６．３％の増加となって

おり、主な要因は、基金積立金や市町村税還付金の増加、定額給付金事業などによるものである。

（２）衛生費
衛生費は、３０，１７６百万円で、前年度に比べて３，２８４百万円、９．８％の減少となって

いるが、主な要因は鳴門市のゴミ焼却施設整備の終了によるものである。

（３）農林水産業費
農林水産業費は、１１，６９１百万円で、前年度に比べて１，５１５百万円、１１．５％の減少

となっているが、その主な要因は、普通建設事業の減少によるものである。

（４）消防費
消防費は、１０，８６２百万円で、前年度に比べて１，０１２百万円、８．５％の減少となって

いるが、その主な要因は、普通建設事業の減少によるものである。

（５）教育費
教育費は、３２，８５１百万円で、前年度に比べて１，０４７百万円、３．３％の増加となって

いるが、その主な要因は小・中学校の耐震化事業の増によるものである。
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５５５５ 経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率

■経常収支比率の推移 （単位：％）
区　　分 平成11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

県平均 84.0 84.8 87.4 90.2 91.2 94.2 92.2 91.6 91.1 88.9
全国平均 83.9 83.6 84.6 87.4 87.4 90.5 90.2 90.3 92.0 91.8

経常収支比率の推移

90.2

92.2

87.4 88.9

91.1

91.6

94.2

91.2

84.0

84.8

90.5

87.4

92.0 91.8

84.6

87.4

90.2
90.3

83.9

83.6

78.0

80.0

82.0

84.0

86.0

88.0

90.0

92.0

94.0

96.0

平成11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

年度

％

県平均

全国平均

※県平均は単純平均、全国平均は加重平均

■経常収支比率の状況 （単位：％）

平成11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

経常収支比率 84.0 84.8 87.4 90.2 91.2 94.2 92.2 91.6 91.1 88.9

うち人件費 32.1 31.5 31.8 32.1 31.7 33.0 31.7 30.5 29.5 28.1

うち扶助費 3.0 1.9 2.1 2.2 2.7 3.6 4.3 4.7 5.0 4.9

うち公債費 22.2 22.5 23.7 24.8 25.2 26.0 23.7 24.1 24.1 23.2

うち補助費等 12.3 12.2 12.5 12.7 13.1 11.7 10.9 10.6 11.0 11.1

うちその他 14.4 16.7 17.3 18.4 18.5 19.9 21.6 21.7 21.5 21.6

区　　分

、 ． 、 ． 、財政構造の弾力性を表す経常収支比率は ８８ ９％で 前年度に比べて２ ２ポイント減少し
４年連続で減少しているとともに、平成１３年度以来、７年ぶりに８０％台に改善している。

構成内容では、人件費が２８．１％と「集中改革プラン」に基づく職員数の削減等の効果で、前
年度より１．４ポイント減少しており、また、公債費も２３．２％と地方債の新規発行額の抑制や
過去の通常償還分の減少等の効果により、前年度より０．９ポイントの減少となっている。
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６６６６ 実質公債費比率及実質公債費比率及実質公債費比率及実質公債費比率及びびびび起債制限比率起債制限比率起債制限比率起債制限比率

■実質公債費比率及び起債制限比率の推移 （単位：％）

区　　分 平成11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

実質公債費比率
（県平均）

14.5 14.9 14.3 13.7

実質公債費比率
（全国平均）

14.8 15.1 12.3 11.8

起債制限比率
（県平均）

10.7 10.5 10.4 10.5 10.7 11.1 11.3 11.7 11.5 11.0

起債制限比率
（全国平均）

10.9 10.9 10.9 10.9 11.0 11.2 11.4 11.3 11.1

実質公債費比率及び起債制限比率の推移

11.8
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14.9

14.3

14.8

15.1
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10.910.9 10.9 10.9
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平成11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

年度

％

実質公債費比率
（県平均）

実質公債費比率
（全国平均）

起債制限比率
（県平均）

起債制限比率
（全国平均）

※県平均は単純平均、全国平均は加重平均

、 ． （ 、 ． 、 、実質公債費比率は １３ ７％ 単純平均)で 前年度より０ ６ポイント減少しており また
起債制限比率は、１１．０％（単純平均）で、前年度より０．５ポイント減少しており、ともに２
年連続の減少となっている。

これら公債費に関する両指標はともに減少となったが、主な要因としては、分子では公債費はほ
ぼ横ばいではあるが、臨時財政対策債など地方交付税措置のある公債費の割合が増加しており、こ
れにより実質的な公債費負担が相対的に減少しており、また、分母では地方税や地方交付税等の増
加により標準財政規模が増加したことによるものである。

なお、実質公債費比率が１８％以上の地方債許可団体は５団体で、前年度から１団体の減少とな
っている。
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７７７７ 地方債現在高地方債現在高地方債現在高地方債現在高のののの状況状況状況状況

■地方債現在高の状況 （単位：百万円）

区　分 平成11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

臨時財政対策債 0 0 4,997 14,939 34,181 47,823 58,150 66,081 72,606 77,461

過疎・辺地債 67,261 69,658 71,654 72,233 71,002 71,421 70,954 68,634 65,733 65,631

一般単独 137,490 144,548 150,186 148,388 142,426 135,277 129,382 121,738 117,883 111,153

その他 179,538 176,872 176,239 172,423 167,905 160,029 154,328 148,323 138,734 128,233

合計 384,289 391,078 403,076 407,983 415,514 414,550 412,814 404,776 394,956 382,478

参考  地方債発行額 44,735 40,107 47,208 42,975 46,640 37,553 34,917 32,959 32,549 30,394
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臨時財政対策債
過疎・辺地債
一般単独
その他

地方債現在高の推移億円

年度

地方債現在高は、３８２，４７８百万円で、前年度末に比べて１２，４７８百万円、３．２％
の減少となっており、平成１５年度末をピークに５年連続で減少している。

地方債の種類別では、地方交付税の不足分を補う臨時財政対策債の現在高は、引き続き、増加し
ているが、臨時財政対策債を除く地方債の現在高は、平成１３年度をピークに７年連続の減少とな
っている。

なお、地方債発行額自体も５年連続で減少となっており、ピークとなった平成８年度（４８，６
２８百万円）との比較では、６２．５％の発行額規模となっており、地方債の抑制傾向が続いてい
る。
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８８８８ 基金基金基金基金のののの年度末現在高年度末現在高年度末現在高年度末現在高のののの状況状況状況状況
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基金の年度末現在高の推移

年度

億円

■基金残高の状況 （単位：百万円）

区　分 平成11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

財政調整基金 24,671 27,253 26,577 27,409 28,961 25,916 24,528 28,587 31,863 35,991

減債基金 25,438 27,665 26,746 24,729 22,528 17,729 16,633 17,306 17,970 17,951

その他特定目的基金 49,406 42,090 41,902 39,282 38,304 34,147 35,819 36,529 38,410 41,646

合計 99,515 97,008 95,225 91,420 89,793 77,792 76,980 82,422 88,243 95,588

基金の年度末現在高は、９５，５８８百万円で、前年度末に比べて７，３４５百万円、８．３％
の増加となっており、３年連続の増加となっているが、団体間でその差が大きくなっている。

基金の種類別では、財政調整基金は３５，９９１百万円で、前年度末に比べて４，１２８百万円
１３．０％の大幅な増加となっている。

また、その他特定目的基金は４１，６４６百万円で、合併団体における合併特例事業債を活用し
た基金の積立などにより、前年度末に比べて３，２３６百万円、８．４％の増加となっている。
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市町村名 歳入総額 歳出総額 歳入歳出差引 翌年度に繰り越 実質収支 単年度収支 積立金 繰上償還額 積立金 実質単年度収支

しすべき財源 取り崩し額

徳 島 市 86,737,830 85,109,012 1,628,818 971,636 657,182 170,793 17,737 36,772 0 225,302

鳴 門 市 20,225,071 19,871,946 353,125 137,966 215,159 23,896 101,870 11,890 151,000 △ 13,344

小 松 島 市 13,664,868 14,222,884 △ 558,016 25,363 △ 583,379 1,459 539 1,696 0 3,694

阿 南 市 33,565,193 31,755,330 1,809,863 307,050 1,502,813 139,433 959,727 0 0 1,099,160

吉 野 川 市 18,815,673 18,002,505 813,168 127,061 686,107 116,770 400,000 28,703 250,000 295,473

阿 波 市 18,107,616 17,482,366 625,250 132,413 492,837 122,458 835,707 62,627 600,000 420,792

美 馬 市 18,610,678 18,207,954 402,724 40,311 362,413 55,137 351,944 100,282 0 507,363

三 好 市 28,562,625 27,819,845 742,780 85,093 657,687 223,797 124,423 285,630 0 633,850

市 計 238,289,554 232,471,842 5,817,712 1,826,893 3,990,819 853,743 2,791,947 527,600 1,001,000 3,172,290

勝 浦 町 3,226,477 2,882,149 344,328 47,335 296,993 △ 138,303 252,634 27,913 0 142,244

上 勝 町 2,479,744 2,376,225 103,519 18,396 85,123 37,685 122,000 0 0 159,685

佐那河 内村 2,730,249 2,659,992 70,257 12,943 57,314 2,404 4,237 432,788 0 439,429

石 井 町 7,548,207 7,152,586 395,621 73,150 322,471 69,389 130,280 0 39,980 159,689

神 山 町 4,151,849 3,962,308 189,541 37,632 151,909 11,758 352,000 8,800 0 372,558

那 賀 町 11,346,804 10,476,572 870,232 164,318 705,914 64,501 404,131 56,020 0 524,652

牟 岐 町 3,221,676 3,024,072 197,604 21,253 176,351 10,949 150,000 0 50,000 110,949

美 波 町 5,766,656 5,375,097 391,559 237,219 154,340 △ 84,835 2,500 26,524 0 △ 55,811

海 陽 町 9,525,751 8,942,924 582,827 11,669 571,158 116,638 100,000 65,418 0 282,056

松 茂 町 5,142,002 5,044,512 97,490 42,583 54,907 △ 8,281 37,953 0 0 29,672

北 島 町 6,740,731 6,030,405 710,326 280,849 429,477 △ 207,264 506,977 0 0 299,713

藍 住 町 8,625,345 8,349,916 275,429 51,484 223,945 22,875 0 113,777 0 136,652

板 野 町 5,024,685 4,812,150 212,535 16,564 195,971 20,214 1,500 0 520 21,194

上 板 町 4,450,326 4,004,071 446,255 192,346 253,909 112,656 2,237 7,091 163,769 △ 41,785

つ る ぎ 町 7,747,088 7,482,288 264,800 42,956 221,844 62,439 101,436 395 0 164,270

東 み よ し 町 7,896,038 7,336,376 559,662 376,491 183,171 △ 9,553 2,292 40,958 50,000 △ 16,303

町 村 計 95,623,628 89,911,643 5,711,985 1,627,188 4,084,797 83,272 2,170,177 779,684 304,269 2,728,864

合 計 333,913,182 322,383,485 11,529,697 3,454,081 8,075,616 937,015 4,962,124 1,307,284 1,305,269 5,901,154

　　　　平成平成平成平成２０２０２０２０年度年度年度年度　　　　市町村普通会計市町村普通会計市町村普通会計市町村普通会計のののの決算収支決算収支決算収支決算収支のののの状況状況状況状況

（単位：千円）
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（単位：千円）

平成１９年度末 増　　減

Ａ うち財政調整基金 うち減債基金 うちその他特定目的基金 Ｂ Ａ－Ｂ

徳 島 市 6,796,348 2,545,732 1,695,516 2,555,100 6,646,729 149,619

鳴 門 市 3,002,900 662,887 428,130 1,911,883 3,420,117 △ 417,217

小 松 島 市 444,282 15,832 226,027 202,423 415,968 28,314

阿 南 市 21,596,945 9,903,183 3,069,194 8,624,568 19,989,740 1,607,205

吉 野 川 市 5,452,625 2,200,000 1,400,000 1,852,625 4,803,001 649,624

阿 波 市 5,123,439 2,043,513 561,251 2,518,675 4,105,895 1,017,544

美 馬 市 3,268,301 914,885 330,762 2,022,654 2,629,845 638,456

三 好 市 7,402,188 1,668,473 2,132,310 3,601,405 6,549,194 852,994

勝 浦 町 1,726,038 1,108,935 224,281 392,822 1,219,336 506,702

上 勝 町 3,139,154 1,297,000 1,210,000 632,154 2,989,934 149,220

佐 那 河 内 村 2,217,744 1,184,241 130,777 902,726 2,515,980 △ 298,236

石 井 町 3,502,690 1,205,300 640,000 1,657,390 3,443,090 59,600

神 山 町 4,594,387 2,639,843 907,995 1,046,549 4,192,425 401,962

那 賀 町 4,487,965 2,052,298 688,848 1,746,819 3,991,105 496,860

牟 岐 町 506,782 360,129 140,358 6,295 405,967 100,815

美 波 町 2,014,394 709,123 436,234 869,037 2,079,169 △ 64,775

海 陽 町 1,547,127 334,046 412,567 800,514 1,314,704 232,423

松 茂 町 5,454,173 1,347,466 107,313 3,999,394 5,436,699 17,474

北 島 町 2,101,730 990,814 721,484 389,432 1,758,872 342,858

藍 住 町 2,620,461 447,203 292,211 1,881,047 2,475,477 144,984

板 野 町 2,986,281 272,680 1,127,220 1,586,381 2,794,301 191,980

上 板 町 1,301,699 874,244 119,501 307,954 1,394,093 △ 92,394

つ る ぎ 町 2,752,720 560,702 652,429 1,539,589 2,232,522 520,198

東 み よ し 町 1,547,243 652,013 296,965 598,265 1,439,030 108,213

市 計 53,087,028 19,954,505 9,843,190 23,289,333 48,560,489 4,526,539

町 村 計 42,500,588 16,036,037 8,108,183 18,356,368 39,682,704 2,817,884

県 計 95,587,616 35,990,542 17,951,373 41,645,701 88,243,193 7,344,423

平成２０年度末市 町 村 名

平成平成平成平成２０２０２０２０年度末年度末年度末年度末　　　　基金残高基金残高基金残高基金残高のののの状況状況状況状況
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(単位：％）

⑳決算 ⑲決算 ⑳－⑱ ⑲－⑰ ⑳－⑱ ⑲－⑰

徳 島 市 93.4 92.8 8.7 13.3 11.5 11.9

鳴 門 市 97.4 95.2 13.9 13.1 13.5 12.6

小 松 島 市 99.6 100.8 20.7 19.9 19.7 18.8

阿 南 市 80.4 80.5 12.3 12.3 12.1 12.0

吉 野 川 市 91.5 93.1 15.0 14.6 11.4 11.5

阿 波 市 85.7 89.3 11.7 12.3 9.2 9.7

美 馬 市 91.9 96.9 16.8 17.2 12.0 12.1

三 好 市 96.0 99.6 17.4 17.1 14.9 14.8

勝 浦 町 81.0 84.1 17.8 20.9 12.0 14.1

上 勝 町 89.7 93.8 9.7 10.0 9.0 10.3

佐那河内村 79.4 84.4 23.2 22.2 8.3 9.3

石 井 町 94.4 96.2 11.1 13.1 10.3 10.9

神 山 町 83.5 83.7 10.6 11.0 8.4 9.1

那 賀 町 84.2 89.4 20.2 21.3 17.6 18.5

牟 岐 町 92.0 95.1 7.5 6.8 5.6 4.9

美 波 町 85.7 89.4 12.2 13.3 9.7 11.0

海 陽 町 88.0 90.8 18.5 19.0 15.8 16.4

松 茂 町 77.4 76.3 5.8 6.6 4.8 5.7

北 島 町 80.6 81.9 6.9 7.0 7.5 7.7

藍 住 町 88.9 88.3 9.9 10.4 9.5 10.1

板 野 町 91.4 94.7 12.6 12.8 9.0 9.5

上 板 町 90.5 92.8 12.8 12.8 7.4 8.3

つ る ぎ 町 94.9 99.5 14.9 15.8 8.1 8.7

東みよし町 95.4 98.7 19.2 19.9 16.4 17.1

合 計 [ 加 ] 90.6 91.9 12.8 14.1 11.9 12.1

市 計 [ 単 ] 92.0 93.5 14.6 15.0 13.0 12.9

町村計[単] 87.3 89.9 13.3 13.9 10.0 10.7

合 計 [ 単 ] 88.9 91.1 13.7 14.3 11.0 11.5

注　計欄の［単］は単純平均、［加］は加重平均

実質公債費比率

主要財政指標の状況

経常収支比率 起債制限比率
市 町 村 名
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	1
	2
	3
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10_
	11
	12
	13
	14
	15
	16
	17
	18
	19改
	20
	21


	13～24まで
	表紙
	バインダ2
	1
	2
	3
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10_
	11
	12
	13
	14
	15
	16
	17
	18
	19改
	20
	21


	25～35まで
	表紙
	バインダ2
	1
	2
	3
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10_
	11
	12
	13
	14
	15
	16
	17
	18
	19改
	20
	21






